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2. 平成 30 年 7 月豪雨による土砂災害の被害状況 

2.1 土砂災害の発生状況 

平成 30 年 7 月豪雨により、県内では

土砂災害が 413 か所発生した（表－ 

2.1）。なお、土砂災害とは、土砂移動に

より人家及びその周辺地に被害が発生

したものであり、山中の斜面崩壊や土石

流は更に多く発生している。土砂災害は、

東予から南予までの広範囲で発生した

が、特に、今治市島嶼部、松山市北部、

宇和島市吉田町で多発している（図－ 

2.1）。この災害による県内の死者数は

27 名（関連死を除く直接死）、そのうち

土砂災害による死者数は 17 名(県内総

数の 63％)であった。 

 

 
図－ 2.1 土砂災害発生位置図 

  

死亡
（人）

負傷者
（人）

四国中央市 4 2 6
新居浜市 1 1
今治市 10 45 55 2 3
上島町 14 14
松山市 11 62 73 3 2
東温市 1 1
砥部町 1 1
伊予市 1 1 4 6
久万高原町 1 1
大洲市 39 39 1
内子町 1 1 8 10
八幡浜市 2 1 11 14
西予市 4 23 27
宇和島市 48 102 150 11 18
鬼北町 3 6 9
松野町 1 1
愛南町 5 5
総計 81 7 325 413 17 23

がけ崩れ土石流 地すべり 小計

人的被害

市町名

表－ 2.1 市町別土砂災害発生件数と人的被害 

（別冊資料に拡大版を添付） 
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（1）土石流災害事例 大久保川 

今治市吉海町泊の大久保川の災害は 7 月 7 日の早朝 7：00 頃に発生した。住民から

の情報では、発生時には「ドーン」という音がして地震かと思ったとのこと。谷の源

頭部で崩壊が発生し土石流となって谷筋を流下した。土石流は、幅約 12ｍ、長さ約

300ｍに渡って谷筋を流下し、県道を乗り越え海にまで到達した。 

被災状況は、死者 1 名、全壊家屋 1 戸、半壊家屋 2 戸、一部損壊家屋 1 戸。発災直

後は現場付近の県道が土砂崩れで通行不能であったため、地元漁協の船で消防や自衛

隊を輸送して救出活動にあたった（図－ 2.2）。 

 

 
図－ 2.2 土石流災害事例（今治市吉海町泊：大久保川） 
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（2）土石流災害事例 北大河原川 

松山市上怒和の北大河原川の災害は 7 月 7 日の深夜 0:30 頃に発生した。0 次谷とい

われる不明瞭な谷筋で崩壊が発生し、崩土が流動化して土石流となり、幅約 10ｍ、長

さ約 90ｍを流下して下方人家を直撃した。 

被災状況は、死者は小学生 2 名を含む母娘 3 名、全壊家屋 1 戸（図－ 2.3）。 

 

 
図－ 2.3 土石流災害事例（松山市上怒和：北大河原川） 
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（3）土石流災害事例 先新浜川 

宇和島市吉田町では土砂災害が多発しており、特に法華津湾近辺では、規模の大き

い土砂災害が多く発生した。宇和島市吉田町白浦の先新浜川の災害は、7 月 7 日の 7：

00 頃に発生し、「ゴーッ」という音ともに土砂が一気に建物を押し流した。崩壊は 0

次谷と呼ぶ不明瞭な谷筋で発生し、崩土が流動化して土石流となり、幅約 40ｍ、長さ

約 90ｍに渡って流下して国道の護岸を破壊し、土砂が家と共に海にまで到達した。 

被災状況は、死者 4 名、全壊家屋 3 戸、半壊家屋 3 戸（非住家含み）。隣の沢でも

土石流が発生し、死者こそ出なかったものの、全壊家屋 2 戸、半壊 1 戸の被害が発生

した（図－ 2.4）。 

 
図－ 2.4 土石流災害事例（宇和島市吉田町白浦：先新浜川） 
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2.2 降雨の状況 

（1）総雨量 

7 月 5 日から 8 日にかけて梅雨前線が西日本に停滞し、暖かく湿った空気の流入で

前線の活動が活発になり、県内全域で記録的な豪雨となった。解析雨量による総雨量

(図－ 2.5)では、宇和島市と愛南町の境界付近において、7 月 5 日 0:00 から 9 日 

0:00 の 4 日間で最大の 950mm を記録し、今治、松山、宇和の地上雨量計では、4 日間

で 7 月の平均降水量を大きく上回る雨量を観測した。こうした大雨により、7 月 6 日

から県内で土砂災害警戒情報が発表され、7 月 8 日には宇和島市と愛南町で特別警報

が発表された。なお、県内で特別警報が発表されたのは制度施行後初であった。 

土砂災害は総雨量 400mm 以上の範囲で多く発生している傾向がみられる。 

 

 
図－ 2.5 7/5～7/8 の総雨量分布図 

 

  

（別冊資料に拡大版を添付） 
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（2）時間雨量 

7 月 5日から 8日にかけての解析雨量による１時間雨量の最大値を図－ 2.6 に示し

た。宇和島（特別地域気象観測所）と瀬戸（AMeDAS）、近永（AMeDAS）では、7 月の

日最大 1 時間降水量が 1 位を更新、解析雨量では西予市と宇和島市境界（法華津峠）

付近で県内最大（105mm/h）を記録した。 

土砂災害は最大時間雨量が 30mm 以上の範囲で多く発生している傾向がみられ、最

大時間雨量を観測した西予市と宇和島市境界付近で崩壊が多発している。 

 

 
図－ 2.6 1 時間雨量の最大値分布図 

 

  

（別冊資料に拡大版を添付） 
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（3）降雨の時系列変化 

土砂災害の誘因となった降雨の特徴を明らかにするため、東予・中予・南予それぞ

れに災害多発地域に近い地上雨量計（図－ 2.7）の時間雨量と累積雨量を整理したハ

イエトグラフを作成した（図－ 2.8）。 

降雨の時系列変化を見ると、1

時間雨量ピークは 7 月 7 日 6：00

～7：00 であるが、時間雨量 20 ㎜

を越える降雨ピークが、東予で 2

回、中予で 3 回、時間を空けて発

生して累積雨量が徐々に増加し

ていくのに対し、南予では 7/7 

5：00～7：00 の 3 時間に集中的な

降雨が発生し累積雨量も急激に

増加していることが分かる。 

 

 

 
 

 

 

  

東予（大三島） 

中予（中島） 

南予（奥南） 

図－ 2.8 降雨の時系列変化（ハイエトグラフ） 

図－ 2.7 地上雨量計位置図 

（別冊資料に拡大版を添付） 
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（4）スネークライン 

東予・中予・南予それぞれの代

表的災害地点（図－ 2.9）につい

て、土砂災害警戒情報の判定を

行っているスネークライン図を

用いて、発生時刻と CL 基準線の

関係を確認した。 

 

 

 

代表的災害地点の位置するメッシュにおけるスネークライン図を図－ 2.10 に示し

た。図中の赤線は現在の CL の設定値である。確認の結果、大久保川と先新浜川は降

雨のピーク時に発生しており、上怒和はピーク前に発生している。 

 

 

 

 

 
図－ 2.10 スネークライン図 

 

  

今治市 大久保川 

1 ㎞メッシュ：51332002 

5km メッシュ：34330300 

松山市 上怒和 

1 ㎞メッシュ：50327474 

5km メッシュ：33321908 

宇和島市 先新浜川 

1 ㎞メッシュ：49327462 

5km メッシュ：33320608 

図－ 2.9 代表的災害地点 
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（5）発生確率 

今回の豪雨の発生確率について、県内で過

去 40 年程度観測を続けている雨量観測地点

（図－ 2.11）のデータを元に、平成 30 年 7

月豪雨による降雨がどの程度の発生確率で

あったかの確認を行った。 

確認の結果、今治、大三島、大洲、長浜、

八幡浜、宇和で 100 年以上の発生確率となっ

ており、地域にとって“過去に経験のない規

模の降雨”であったことが分かった（表－ 

2.2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図－ 2.11 観測地点位置

図 

表－ 2.2 各観測地点の発生確率 
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2.3 土砂災害の発生時刻 

土砂災害発生 413 か所のうち、聞き取り調査や降雨ピーク等による推定から 227 か

所の発生時刻を確認して地域ごとに整理した（図－ 2.12）。 

南予地方では、降雨ピークと合致する 7 月 7 日の 6：00 から 9：00 の 3 時間に 49 か

所で土砂災害が発生している。短時間に土砂災害が集中発生する“同時多発”状態で

あったと推測される。 

 

 

 
図－ 2.12 土砂災害発生時刻と発生箇所数 

 

  

東予 

中予 

南予 
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2.4 過去の災害との比較 

過去に発生した土砂災害の分布と平成 30 年 7 月豪雨による土砂災害の分布に類似

性があるかどうかを確認するため、記録が残されている昭和 55 年以降に発生した土

砂災害地点を図－ 2.13 に整理した。 

過去の土砂災害を含めると、広く全県で土砂災害が発生していることが分かる。分

布図において災害ポイントのない範囲は、山地で住宅が少ない地域であり、住宅のあ

る土地周辺では、ほぼ県内全域で土砂災害が発生している。 

 

 

図－ 2.13 近年に発生した土砂災害分布図 

 

  

（巻末資料に拡大版を添付） 
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また、年度別の土砂災害発生件数を図－ 2.14 に整理した。この結果、毎年のよう

に土砂災害が発生しており、近年ではH16年の災害件数が突出していることが分かる。 

 
図－ 2.14 近年に発生した土砂災害件数 

 
平成 16 年の土砂災害は、今回の豪雨で被害の比較的少なかった西条、新居浜、四国

中央で多く発生した（図－ 2.15）。 

 

 
図－ 2.15 平成 16 年に発生した土砂災害 
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2.5 土砂災害箇所の特徴 

2.5.1 地形 

土砂災害の素因として地形的特徴を明らかにするため、災害発生地点の地形分

類、斜面方位について確認した。 

地形分類は「土地分類基本調査（国土交通省,1/50 万，昭和 43）」を参考とし、

全県の面積比率と災害地点の地形分類を図－ 2.16、図－ 2.17 に整理した。土砂災

害発生箇所は“山地急斜面”に多く、次いで“扇状地・谷底平野”で発生している

ことが分かる。 

斜面方位は、土砂災害発生 413 か所と国土地理院が公表している「平成 30 年 7 月

豪雨に伴う崩壊地等分布図（大洲地区・宇和島地区）」で判読されている幅 50m 以上

の崩壊地 771 か所について確認した。土砂災害発生 413 か所（図－ 2.18）は南向き

斜面に集中するが、大洲地区・宇和島地区の 771 か所（図－ 2.19）は西向き～南西

向き斜面に集中する結果となった。土砂災害発生と斜面方位の関係については、分析

に使用する崩壊地データによって傾向が異なるため、特定方位の斜面で土砂災害が発

生したと関連づけることはできない。 

また、災害関連緊急事業を実施している箇所の詳細調査結果等から、勾配 30 度未

満の斜面で崩壊が発生した事例（図－ 2.20）、崩壊土砂が斜面を滑走して下方人家

等に被害を及ぼしている事例（図－ 2.21）、0 次谷とよばれる谷幅が谷の奥行きよ

りも大きい地形（集水型斜面）において土石流が発生した事例（図－ 2.22）が確認

された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとめ 

 土砂災害は山地急斜面に分類される地形区分で多く発生している。 

 勾配 30 度未満の斜面で崩壊した事例あり。 

 斜面中腹が崩壊し、崩土が斜面を滑走した事例あり。 

 0 次谷（集水型斜面）で土石流が発生した事例あり。 
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図－ 2.16 土砂災害発生地点の地形分類 

 
図－ 2.17 土砂災害地点の地形分類 

 

地形分類

県全体 土砂災害413箇所

山地急斜面, 248

扇状地及び
谷底平野, 

103

丘陵地急斜面
及び緩斜面, 31

砂礫台地及び岩
石台地, 13

三角州，干潟及び
湿地性谷底平野, 8

砂丘，浜堤及び砂州, 6

火山地急斜面, 2

低位台地, 1

山地緩斜面, 1

山地急斜面

扇状地及び
谷底平野

砂礫台地及
び岩石台地

丘陵地急斜面
及び緩斜面

山地緩斜面

三角州，干潟及び
湿地性谷底平野 低位台地 砂丘，浜堤

及び砂州
その他

面積比率

（巻末資料に拡大版を添付） 
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図－ 2.18 土砂災害発生 413 箇所の斜面方位 

 

 

 
図－ 2.19 崩壊多発エリアにおける崩壊発生斜面の方位（国土地理院公開情報） 
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図－ 2.20 30 度未満の斜面で崩壊が発生した事例（松山市上怒和） 

 

  

27° 
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図－ 2.21 崩壊土砂が下部斜面を滑走した事例（宇和島市吉田町沖村） 

 
図－ 2.22 ０次谷（緩い集水型斜面）で発生した土石流の事例（宇和島市吉田町白

浦） 
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2.5.2 地質 

（1）地質分布 

土砂災害の素因として地質的特徴を明らかにするため、災害発生地点に分布する

地質について確認した。 

地質区分は「シームレス地質図（産業技術総合研究所，1/20 万）」を参考とし、

全県の面積比率と災害地点の地質分類を図－ 2.23、図－ 2.24 に整理した。 

土砂災害発生箇所の地質区分は、約 4 割(170/413 か所)が四万十帯で発生し、3 割

(135/413 か所)が領家花崗岩類で発生している。これは、発生件数の多い宇和島市や

大洲市に“四万十帯”が分布し、今治市島嶼部や松山市北部に“領家帯花崗岩類”が

分布するためである。県内に分布する他の地質帯分布域でも土砂災害は発生しており、

地質の違いによる土砂災害発生頻度の顕著な違いは認められない。 

ただし、災害関連緊急事業を実施している箇所の詳細調査結果等から、崩壊地には

強風化岩やマサ土が多く見られたことや、崩積土や流出土砂は細粒な土砂成分が多い

ことなどの特徴が見られた（写真－ 2.1、写真－ 2.2、写真－ 2.3）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－ 2.23 地質図  

まとめ 

 地質の違いによる発生頻度の顕著な違いは見られない。 

 崩壊地には強風化岩、マサ土が多く見られた。 

 崩積土や流出土砂は、細粒な土砂成分が多い。 

（巻末資料に拡大版を添付） 
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図－ 2.24 土砂災害地点の地質分類 

 
 

 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

写真－ 2.1 四万十帯 崩壊地の岩盤風化状

況 

（宇和島市吉田町法華津） 

写真－ 2.2 三波川帯 崩壊地

の 

   岩盤風化状況 

（八幡浜市保内町須川） 

写真－ 2.3 領家帯 流出した細粒

土砂の 

      堆積状況（今治市上浦
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（2）地質構造 

第 1 回委員会において意見のあった災害発生の素因分析として、地質構造（流盤・

受盤）の違いによる崩壊発生頻度を確認した。 

地質構造の確認は、崩壊斜面が多数分布し斜面方向や勾配が確認されている宇和島

市の対策事業予定箇所15か所について実施した。

地質構造は、既存地質図（産業技術総合研究所，

1/5 万）に記載されている走向傾斜と崩壊斜面の

位置関係から“みかけの傾斜角（φ=tan-1(tanα・

sinθ) φ：見掛けの傾斜、α：真の傾斜、θ：

地層の走向方向と断面線の方位の角度差）”を求

め、崩壊斜面横断図に記入した上で流盤・受盤の

判定を行った（図－ 2.26、図－ 2.27）。 

確認の結果、15 か所のうち 9 か所が流盤、6 か

所が受盤となり、顕著な違いは認められなかった

（図－ 2.25）。崩壊発生には、地質構造を含め

複数の素因が影響を与えていると考えられる。 

 

 

 

 
図－ 2.26 地質構造の確認箇所分布図 

 

 

まとめ 

 崩壊発生箇所の地質構造には、特徴的な違いは見られない。 

図－ 2.25 流盤・受盤の分

布比率 
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図－ 2.27 地質構造の確認事例（宇和島市与村井地区） 

走向傾斜 

崩壊方向との交差角確認 

みかけの傾斜角 

流盤構造 
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2.5.3 植生 

土砂災害の素因として植生による影響を明らかにするため、災害発生地点に分布

する植生について確認した。 

植生分類は、「植生調査結果（環境省,1/5 万,S53～H11）」を参考とし、全県の面

積比率と災害地点の植生分類を図－ 2.28、図－ 2.29 に整理した。 

県内全域の植生分類では、およそ 5 割はスギ・ヒノキ植林である。次いで水田雑草

群落が 1 割程度分布し、常緑果樹園は全県の 1 割に満たない。一方で、土砂災害のお

よそ 5 割(196/413 か所)が常緑果樹園で発生しているという特徴が確認された。これ

は、降雨量が多く土砂災害が集中した地域に果樹園が多いことが原因と推測される。 

果樹園は日当たりの良い緩斜面を利用することが多く、また、下方に人家等が立地

するために土砂災害の件数が増加したものであり、周辺の山林と比べて極端に崩壊発

生頻度が高いわけではない（写真－ 2.4、写真－ 2.5）。ただし、果樹園内には作業

用の道路などが設置されるため、降雨の排水処理などの状況によっては局所的に水が

集まりやすい状況もあるため、普段から降雨時の流水状況などに注意を払う必要があ

る。なお、災害関連緊急事業を実施している箇所の詳細調査結果等から、流木被害は

比較的少なかったことが分かっている（写真－ 2.6）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図－ 2.28 植生図 

まとめ 

 土砂災害の約半数が果樹園で発生している。 

（巻末資料に拡大版を添付） 
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写真－ 2.4 果樹園の崩壊 （宇和島市吉田町深浦） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

写真－ 2.5 針葉樹植林地の崩

壊 

       （西予市宇和町

明間） 

 

図－ 2.29 土砂災害地点の植生分類 

写真－ 2.6 流木による被害 

         （宇和島市吉田町立

間） 
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2.5.4 土地利用 

土砂災害による被害を受けた土地について、土地利用の変化が被害の度合いに影

響を与えているかを明らかにするため、現状の土地利用分類と経年変化の状況につ

いて確認した。 

土地利用分類は、「土地利用細分メッシュデータ（国土交通省,国土数値情報,S51・

H26）」を参考とし、災害地点の土地利用分類と経年変化の状況を図－ 2.30、図－ 2.31

に整理した。また、全県の土地利用推移を確認するため、「愛媛県統計情報データベ

ース（地目別土地面積,S59～H28）」から、土地利用の推移を図－ 2.32 に整理した。 

土砂災害が発生した 413 か所の周辺では、昭和 51 年から平成 26 年までに、森林が

減少し、建物用地が増加していることが分かる。これは、調査年度による種別の違い

も影響するが全県の土地利用推移とも概ね合致する。 

代表的な災害地点周辺の土地利用の推移を航空写真で確認すると、山麓地で宅地化

が進んでおり、近年に建設された建物が被災した事例が確認された（写真－ 2.7、写

真－ 2.8、写真－ 2.9）。 

 

 

 

 

 
図－ 2.30 土地利用分類図  

まとめ 

 土砂災害発生地点周辺では、宅地化が進んでいる傾向が見られる。 

 近年に建設された建物が被災した事例あり。 

（巻末資料に拡大版を添付） 
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図－ 2.31 土砂災害地点の土地利用分類の推移 

 

 

 
図－ 2.32 全県の土地利用推移（愛媛県統計情報データベース： 地目別土地面

積） 
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）  

写真－ 2.7 土地利用の変遷事例（今治市） 

写真－ 2.9 土地利用の変遷事例（宇和島市） 

中予 

東予 

写真－ 2.8 土地利用の変遷事例（松山市） 

南予 
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2.5.5 発生・非発生の比較 

第 1 回委員会において意見のあった災害発生箇所と非発生箇所の違いについて、既

往の調査結果を用いて、地形的特徴などを比較検討した。 

検討の流れを図－ 2.33 に示した。検討は土砂災害が多発した 3 地区（図－ 2.34）

において、総雨量・最大時間雨量が同程度かつ同じ地質が分布する範囲を設定し、そ

の範囲に含まれる土砂災害危険箇所を発生・非発生に分類して比較した。なお、ハー

ド対策によって安定度が増している箇所は検証の対象から除外した。 

 
図－ 2.33  発生・非発生の比較検討フロー 

 
図－ 2.34 発生・非発生の検証エリア  
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（1）がけ崩れ：高さと角度 

急傾斜地崩壊危険箇所点検調査（H10 年頃調査）の諸元データを分析した結果、全

県データでは、地質区分ごとに斜面の高さと角度の傾向が異なることが確認できる

（図－ 2.35）。三波川帯は長大斜面が多い特徴があり、領家帯花崗岩は急勾配の斜

面となっている。発生、非発生斜面は、全県データと比較して顕著な違いは見られな

い（図－ 2.36、図－ 2.37）。 

 
図－ 2.35 全県データによる地質区分別角度－高さの関係 

 
図－ 2.36 災害発生地点の地質区分別角度－高さの関係 

 
図－ 2.37 災害非発生地点の地質区分別角度－高さの関係 
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（2）がけ崩れ：斜面形状 

急傾斜地崩壊危険箇所点検調査（H10 年頃調査）の諸元データを分析した結果、全

県データでは、直線型、尾根型斜面が各 40%程度、谷型斜面は 15%程度であることを

確認した。 

発生、非発生斜面は、尾根型斜面での崩壊が多いが、検討母数が少ないため特徴と

は断定できない（図－2.38～41）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図－ 2.38 斜面形状模式図 図－ 2.39 全県データによる斜面形

状比率 

図－ 2.40 災害発生地点の斜面形

状比率 

図－ 2.41 災害非発生地点の斜面形

状比率 
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なお、地形については分類結果だけでなく詳細な地形図での比較を実施した。 

1/2,500 の地形図（砂防基盤図）で発生、非発生の斜面形状を分析した結果、発生

箇所は点検調査結果では尾根型傾向とされているが、実際に崩壊した地点は直線型や

緩い谷型地形となっている事例が確認された。点検調査で直線型、尾根型に分類され

た箇所であっても、細かい谷地形を含む場合が多く、崩壊の発生には現地の微地形が

影響していると考えられる（図－ 2.42、図－ 2.43）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

カルテ：尾根型、発生地点：直線型、谷型 

発生 非発生 

カルテ：尾根型 

カルテ：直線型、発生地点：谷型 

今治市伯方町木浦 今治市吉海町本庄 

松山市高浜町高浜 4 丁目 伊予郡砥部町千足 

カルテ：直線型 

図－ 2.42 がけ崩れ 発生・非発生箇所の地

形比較（1/2） 
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図－ 2.43 がけ崩れ 発生・非発生箇所の地形比較（2/2） 

 

発生 非発生 

カルテ：尾根型、発生地点：直線型 カルテ：直線型 

宇和島市吉田町立間 宇和島市津島町岩渕 

宇和島市吉田町奥浦 宇和島市津島町増穂 

カルテ：谷型、発生地点：谷型 カルテ：直線型 
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(3)土石流：流域面積と渓床勾配 

土石流危険渓流点検調査（H10 年頃調査）の諸元データを分析した。 

全県データでは、花崗岩、四万十帯の渓流は流域面積が小さいものが多い傾向が見

られる（図－ 2.44）。発生、非発生渓流についても、全県データと類似した結果とな

っており、顕著な違いは見られない（図－ 2.45、図－ 2.46）。 

 
図－ 2.44 全県データによる地質区分別流域面積－渓床勾配の関係 

 
図－ 2.45 災害発生地点の地質区分別流域面積－渓床勾配の関係 

 
図－ 2.46  災害非発生地点の地質区分別流域面積－渓床勾配の関係 
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（4）土石流：流域状況 

流域状況について数値比較だけでなく、地形図での目視比較を実施した。 

1/25,000 の地形図で発生、非発生の流域状況を確認した結果、流域規模、植生、勾

配、谷筋の侵食状況（谷の幅と奥行きの関係）が同程度の渓流であっても発生・非発

生に分かれており、渓床の不安定土砂の堆積状況などの違いが影響していると考えら

れる（図－ 2.47、図－ 2.48）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

発生 非発生 

【凡例】

土石流崩壊危険箇所（発生）

土石流崩壊危険箇所（非発生）

土砂災害警戒区域

災害発生地点（H30.7）

過去の災害発生地点

図－ 2.47 土石流 発生・非発生箇所の地形

比較（1/2） 
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発生 非発生 

【凡例】

土石流崩壊危険箇所（発生）

土石流崩壊危険箇所（非発生）

土砂災害警戒区域

災害発生地点（H30.7）

過去の災害発生地点

図－ 2.48 土石流 発生・非発生箇所の地形比較（2/2） 
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2.6 土砂災害の特徴（まとめ）  

前項までの検討と委員会による議論から、平成 30 年 7 月豪雨による土砂災害の特

徴と今後に活かすべき教訓を表－ 2.3 に整理した。 

 

表－ 2.3 土砂災害の特徴と教訓（1/2） 

 平成 30 年 7 月豪雨災害 

で確認された特徴 
今後に活かすべき教訓 

土砂災害 

の発生 

• 県内では人的被害 17 人の記録

的な大災害となった。 

• 土砂災害が“広域”に発生した。 

• 南予地方では、降雨ピークの7/7 

7：00（時間雨量 96mm）に土砂災

害が“同時多発”した。 

• 土砂災害は県内のどこにでも発生す

る。 

• 早朝や深夜にも土砂災害は発生す

る。 

気象 

• 総雨量は 950mm（宇和島市・愛南

町）、時間雨量も極値更新の記

録的豪雨であった。 

• 今治、大三島、大洲、長浜、八幡

浜、宇和で 100 年以上の発生確

率となり、地域にとって“経験

のない規模の降雨”であった。 

• 経験のない降雨が起こりうることを

意識する。 

地形 

• 勾配 30 度未満の斜面でも崩壊

発生した事例あり。 

• 山腹斜面が崩壊し、下方斜面を

滑走した事例あり。 

• 0 次谷の集水型斜面で土石流が

発生した事例あり。 

• 降雨の状況等によっては、土砂災害

の危険箇所以外でも災害が発生す

る。 

地質 

• 地質の違いによる発生頻度の顕

著な違いは見られない。 

• 崩壊地には強風化岩、マサ土が

多く見られた。 

• 崩積土や流出土砂は、細粒な土

砂成分が多い。 

• 分布地質や地質構造によって、崩壊

の規模や流出する土砂の性質が異な

る。 
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表－ 2.3 土砂災害の特徴と教訓（2/2） 

 平成 30 年 7 月豪雨災害 

で確認された特徴 
今後に活かすべき教訓 

植生 
• 土砂災害の約半数が果樹園で発

生している。 

• 果樹園にかかわらず、普段から降雨時

の流水状況など、斜面の特性を把握す

る。 

土地利用 

• 土砂災害発生地点周辺では、宅

地化が進んでいる傾向が見られ

る。 

• 近年に建設された建物が被災し

た事例あり。 

• 土砂災害のリスクが高い土地に人家

が立地することを抑制する。 

• 住民が住んでいる土地の災害リスク

を知る。 

  


